
【協議事項１】 資料３ 

 

地域包括支援センター運営協議会の運営等について 

 

 

１ 地域包括支援センター運営協議会の運営 

 

○地域包括支援センター運営協議会の概要 

 

  平成１８年度から設置される地域包括支援センター（以下「包括支援セン

ター」という。）の適切な運営，公正・中立性の確保その他包括支援センター

の適正かつ円滑な運営を図るため，「地域包括支援センター運営協議会」（以

下「運営協議会」という。）を設置する。 

 

 

 

○本市の運営協議会について 

 

  国は，複数の包括支援センターを設置する保険者にあっても運営協議会の 

設置は１箇所でよいとされているが，本市では，各区・支所ごとで課題も異 

なることから，区・支所単位にも運営協議会を設置する。 

市単位で設置する運営協議会（以下「市運営協議会」という。）は，全市 

の運営協議会の中核機関として，京都市民長寿すこやかプラン推進協議会に

位置付け，年間おおむね３回開催する。 

また，区・支所単位で設置する運営協議会（以下「区・支所運営協議会」

という。）は，現在開催している「在宅介護支援センター等運営協議会」を再

編する形で設置し，年間おおむね４回開催する。 

  

 

 

○地域包括支援センター事業の調整・支援について 

 

  包括支援センター設置後についても，公正・中立的な立場での事業の実施

を図るため，福祉事務所が包括支援センターの事業の調整・支援を行ってい

く。 

 



○地域包括支援センター運営協議会について 

※添付資料「京都市地域包括支援センター運営協議会設置要綱（案）」（以下「要

綱」という。）参照 

 

１ 構成員について 

（１）市運営協議会（要綱第５条参照） 

   京都市民長寿すこやかプラン推進協議会の委員 

（２）区・支所運営協議会（要綱第１２条参照） 

ア 保健，医療，福祉に関する事業者及び職能団体等 

イ 保健，医療，福祉の利用者等の立場にある関係団体等 

ウ 地域福祉活動等を担う関係者 

エ その他包括支援センターの業務に鑑み適当と認められる者 

  ※福祉事務所が事務局，保健所及び消防署が構成員として関わる。 

なお，包括支援センターは，構成員としてではなく，実績報告等行うた 

めに出席する。 

 

２ 所掌事務について 

（１）市運営協議会（要綱第４条参照） 

次の各項目について協議する。 

ア 包括支援センターの設置等の承認に関すること 

   ・担当する日常生活圏域，包括支援センターの設置・変更・廃止等 

・包括支援センターとしての事業（以下「包括支援センター事業」とい

う。）の法人への委託又は包括支援センター事業を委託する法人の変更 

・包括支援センター事業の実施の委託を受けた法人による予防給付に係

る事業の実施 

・包括支援センターが介護予防支援事業を委託することができる居宅介

護支援事業所の選定及び変更 

イ 包括支援センターの運営に関すること 

・包括支援センターの事業計画及び収支予算，運営方針・活動目標等に

ついての審査 

・包括支援センターから提出され，区・支所運営協議会において協議さ

れた実績報告（事業報告及び収支決算）等に基づき，全市的な課題等

の検討 

  ウ 包括支援センターの適正運営，公正・中立性の確保を図るための基準

作成 

   ・包括支援センターが適正な運営を行い，公正・中立性を確保するため        

 



    の基準（ガイドライン）の作成とその運用状況の確認 

  エ 地域における介護保険以外のサービス等との連携体制の構築，包括支

援センター事業を支える地域資源の開発その他の地域包括ケアに関す

る事項であって市運営協議会が必要と判断した事項 

   ・必要に応じて，各種ボランティア団体，ＮＰＯ法人等の地域で活動を

行う団体等に運営協議会への参加を依頼 

 

（２）区・支所運営協議会（要綱第１１条参照） 

次の各項目について協議する。 

ア 包括支援センターの事業に関する計画及び報告 

・運営方針・活動目標等の包括支援センターの事業に関する計画の審査 

・事業の取組状況，包括支援センターの３職種（①保健師又は経験のあ

る看護師 ②社会福祉士 ③主任介護支援専門員）の会議等の報告 

イ  包括支援センターの事業運営の評価 

・包括支援センターの運営方針・活動目標等の実績報告について，包括

支援センターの適正な運営，公正・中立性の確保を図るための基準に

より，包括支援センターの事業運営を評価（チェック） 

  ウ 地域の連携体制の構築，包括支援センター事業を支える地域資源の開

発等に関すること 

・日常生活圏域ごとを基本として包括支援センターが中心となって開催

する地域ケア会議で明らかとなった課題等（関係機関の連携，対応困

難事例等）の解決の検討 

・住み慣れた地域での生活を支えるためにサービスを提供する地域密着

型サービス事業者その他の地域資源の活動支援 

  エ 地域の保健医療福祉サービスについて情報収集 

・各関係機関から保健医療福祉サービスについての情報の収集と提供 

  オ その他地域包括ケアに関する事項であって区・支所運営協議会が必要

と判断した事項 

   ・必要に応じて，各種ボランティア団体，ＮＰＯ法人，弁護士等の地域

で活動を行う団体等を運営協議会に参加依頼 

 

○センターの調整・支援について 

 介護保険制度の改正に伴い，現行の在宅介護支援センターが廃止となること 

から，基幹型在宅介護支援センター運営事業は，平成１７年度末で廃止するが， 

今後についても次に掲げる事項について福祉事務所がセンターの事業を調整・ 

支援していく。 

 



 

 

（１）地域包括支援センター運営会議の定例開催 

   福祉事務所からの情報提供，包括支援センター間の情報交換，包括支援

センターが抱える課題等を検討する会議（地域包括支援センター運営会議）

を開催し，センター間の取組に格差が出ないよう連携を図り，指導を行う。 

（２）適正運営，公正中立性確保のための指導・助言 

  包括支援センターの事業計画，事業実績，事業の進捗状況を把握するた 

めにヒアリング等を行うことにより適正運営を図るとともに，必要な助言 

・指導を行う。 

（３）地域の関係機関との連携促進の支援 

   包括支援センターが民生委員・老人福祉員，社会福祉協議会等の地域の 

関係機関とのネットワークを形成できるよう支援を行う。 

また，日常生活圏域ごとを基本に，包括支援センターが中心となって開

催する地域ケア会議についても，その開催に必要な関係機関との連携調整

等の支援を行う。 

 











京都市地域包括支援センター運営協議会設置要綱（案） 

 
 
第１章 総則（第１条～第３条） 
（趣旨） 
第１条 この要綱は，京都市地域包括支援センター運営協議会（以下「運営協議会」とい

う。）の設置に関し必要な事項について定めるものとする。 
（目的） 
第２条 地域包括支援センター（以下「包括支援センター」という。）の適切な運営，公正・

中立性の確保その他包括支援センターの適正かつ円滑な運営を図るため，市及び区・支

所単位で運営協議会を設置する。 
（用語） 
第３条 この要綱において使用する用語は，介護保険法，京都市老人介護支援センター条

例及び地域包括支援センター運営事業実施要綱において使用する用語の例による。 
 
第２章 市運営協議会（第４条～第９条） 
（所掌事務） 
第４条 市運営協議会（市単位で設置する運営協議会をいう。以下同じ）は，次に掲げる

事項について協議する。 
（１）包括支援センターの設置等に関する次に掲げる事項の承認に関すること 

  ア 包括支援センターの担当する圏域に関すること 
  イ 包括支援センターの設置，変更及び廃止に関すること 
  ウ 地域包括支援センターとしての事業（以下「包括支援センター事業」という。）の 

法人への委託又は包括支援センター事業を委託する法人の変更に関すること 
  エ 包括支援センター事業の実施の委託を受けた法人による予防給付に係る事業の実 

施に関すること 
  オ 包括支援センターが介護予防支援事業を委託することができる居宅介護支援事業 

所の選定及び変更に関すること 
 （２）包括支援センターの運営に関すること 
   年度ごとに，包括支援センターから，区・支所運営協議会（区・支所単位で設置す 

る運営協議会をいう。以下同じ）を通じて提出される書類に基づき，次に掲げる事項 
について協議する。 
ア 当該年度における事業計画及び収支予算の審査 
イ 前年度の事業報告及び収支決算 
ウ その他市運営協議会が必要と認める事項 

 （３）包括支援センターの適正な運営，公正・中立性の確保を図るための基準の作成 



（４）地域における連携体制の構築，包括支援センター事業を支える地域資源の開発そ

の他地域包括ケアに関する事項であって市運営協議会が必要と判断した事項 
（組織） 
第５条 市運営協議会は，京都市民長寿すこやかプラン推進協議会（以下「推進協議会」

という。）の委員をもって構成する。 
（委員の任期） 
第６条 市運営協議会の委員の任期は，推進協議会の委員の任期を適用する。 
（会長） 
第７条 市運営協議会には会長を置く。 
２ 会長は，推進協議会の会長をもって充てる。 
３ 会長は，市運営協議会を代表し，会務を総理する。 
４ 会長に事故があるときは，あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。 
（招集） 
第８条 市運営協議会は，会長が招集し，その議長となる。 
２ 会長は，必要があると認めるときは，委員を構成員とする分科会を設置することがで 
きる。 

３ 市運営協議会は，必要があると認めるときは，委員以外の者に対して，意見の陳述， 
 説明その他の必要な協力を求めることができる。 
（庶務） 
第９条 市運営協議会の庶務は，保健福祉局長寿社会部長寿福祉課において行う。 
 
第３章 区・支所運営協議会（第１０条～第１４条） 
（設置） 
第１０条 区・支所運営協議会は，区役所又は区役所支所（以下「区役所・支所」という。）

ごとに設置するものとする。 
（所掌事務） 
第１１条 区・支所運営協議会は，次に掲げる事項について協議する。 
（１）包括支援センターの事業に関する計画及び報告 
（２）包括支援センターの事業運営の評価 
（３）地域における連携体制の構築，包括支援センター事業を支える地域資源の開発等

に関する次に掲げる事項 
  ア 地域ケア会議で明らかとなった課題等の解決の検討 
  イ 地域密着型サービス事業者その他の地域資源の活動支援に関すること 
（４）地域の保健医療福祉サービスについて情報収集 

 （５）その他地域包括ケアに関する事項であって区・支所運営協議会が必要と判断した

事項 



（組織） 
第１２条 区・支所運営協議会は，次の各号に掲げる者及び団体等をもって構成する。 
（１） 保健，医療，福祉に関する事業者及び職能団体等 
（２） 保健，医療，福祉の利用者等の立場にある関係団体等 
（３） 地域福祉活動等を担う関係者 
（４） 前各号に掲げるものの他，包括支援センターの業務に鑑み適当と認められる者 
（招集） 
第１３条 区・支所運営協議会は，区役所・支所福祉部長（以下「福祉部長」という。）が 

招集する。 
（庶務） 
第１４条 区・支所運営協議会の庶務は，区役所・支所福祉部支援課又は支援保護課にお

いて行う。 
（補足） 
第１５条 この要綱に定めるもののほか，運営協議会に必要な事項は所轄局長が定める。 
   附 則 
この要綱は，平成１８年 月 日から施行する。 
















